
　日立では、生態系の保全を促進する具体的な活動内容を明示
した「生態系保全活動メニュー」を2016年度に新たに作成し、
各事業所での取り組みを推進しています。この活動メニューは、
2010年から取り組んできた従来のアセスメント項目に社外の
企業や団体で実施している先進的な活動項目を加えたもので、
バリューチェーンを含む企業活動全体におよぶ116項目から
構成されています。メニューから、事業所ごとに活動を開始
する項目を選択し、合計件数を生態系保全活動の目標として
設定しています。2016年度の新規活動件数は目標30件に
対して実績144件でした。
　また、長期的には、事業活動による生態系への負荷（負のイン
パクト）の最小化と自然保護に関する社会貢献活動や生態系を

日立グループの森づくり活動
　日立グループでは、林野庁の「法人の森林」制度を利用し、
複数の箇所で従業員および従業員の家族とともに森林保護
活動を行っています。茨城県にある 「悠々の森林｣では、2007

年から従業員とその家族が植林活動を行っています。植樹、
下刈り、枝打ちなどの森林整備活動のほか、環境教育や間伐材
を利用した工作教室などを実施しています。また、「日立ハイ
テクやさとの森｣では、2005年から60年計画で育林活動に取り
組んでいます。森を育てるために行う枝打ちや除伐などの
作業に、従業員とその家族が参加しています。

　日立は、2005年度から運用している「製品含有化学物質
一元管理システム」により、サプライヤーおよびお客様と協働
してサプライチェーン全体にわたる製品含有化学物質に関する
情報の収集・伝達を推進しています。2017年3月末時点、
「製品含有化学物質一元管理システム」に化学物質の含有情報
が登録されている部品と製品は131万件を超えています。
また2016年度は、製品含有化学物質の情報伝達共通スキーム
（chemSHERPA）に対応するため、システムの改修を行い
ました。

生態系アセスメントとその活用

自然共生社会の実現に貢献する取り組み

化学物質の適正な管理

自然共生社会
　自然から生じる恵みを人類に与えてくれる「自然資本」に日立が与える影響をできる限り減らすために、日立は、バリューチェーン
の各ステージにおいて、生態系に与える影響を評価し、負荷を最小限にするための施策を推進しています。そのために、
大気や水の浄化システムや、自然モニタリングシステムなどの製品・サービスを提供し、さらに工場やオフィスにおける環境
負荷も最小化するなど生態系の保全に努めています。

保全する製品・サービスの提供（正のインパクト）を通じて、自然
資本へのインパクトを最小化し、自然共生社会を実現すること
をめざしています。
　インパクト評価などを含む生態系保全の評価方法については、
グループ内で検討するとともに、電機・電子4団体＊の生物多
様性ワーキンググループや一般社団法人企業と生物多様性イ
ニシアティブ（JBIB）など社外での活動にも参加し、検討を進
めています。

＊ 電機･電子4団体：一般社団法人日本電機工業会（JEMA）、一般社団法人電子情報
技術産業協会（JEITA）、一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会（CIAJ）、
一般社団法人ビジネス機械・情報システム産業協会（JBMIA）

悠々の森林（ゆうゆうのもり）
（日立パワーソリューションズ）

日立ハイテクやさとの森
（日立ハイテクノロジーズ）

製品含有化学物質一元管理システム

 製品含有化学物質一元管理システム

 サプライヤー

 お客様・社会

登録データベース
素材・部品ごとの特定化学物質の含有
量を管理　

集計データベース
製品・事業分野ごとの特定化学物質の
総量を管理　

環境情報

環境情報の開示

調査／登録

伝達
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